

























































































































































































入額を比較してみると，輸出で3倍，輸入で9倍であるのに対し， 1868(M 1) 
年'"'-'81(M14)年期では，輸出で2倍，輸入で3倍でしかなかったことからも明
らかである。
同期間中においても，輸出では， 1868(M 1 ) '"'-'75(M 8 )年期で1，555.3万円




一方，輸入では， 1868(M 1 )'"'-'70(M 3)年期で1，069.3万円から3，374.2万円



















て， 1868 (M 1)年の63.2%から1881(M14)年の56.9%とし、う低下傾向を示し
た。一方，輸入では石油，鉄類，機械等が軍工廠中心の工業化に対応して増加
したが，綿織物の輸入は国内紡績業の成長によって減少しはじめていた。ただ













































I~I 輸出 l 輸入
外商 l内商外商|内商
1874(M 7)年 97.3% 0.5% 94.3% 0.3% 
1875(M 8)年 95.2 0.5 88.0 0.2 
1876(M 9)年 96.4 1.5 95.3 1.4 
1877(M10)年 94.5 3.6 95.9 1.6 
1878(Ml1)年 87.3 10.7 96.3 2.2 
1879(M12)年 91. 4 7.6 95.6 3. 1 
1880(M13)年 84.4 13.4 95.3 2.6 
























一~I輸出A合計 I内国B 産 I外国c 産 I A! I A ~ I 輪入D合計IA差D 
万円 万円 万円 % % 
1877(MlO)年 22.9 8.8 14.1 38.4 61. 6 
1878(M11)年 14.3 3.0 11. 3 21. 0 79.0 
1879(M12)年 56.7 5.6 51.1 9.9 90.1 
1880(M13)年 97.8 11. 6 86.2 11.9 88.1 
1881(M14)年 194.5 20.2 174.3 10.4 89.6 
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1870(M 3)年 932.3 11. 0 674.2 
1875(M 8)年 7，652.8 482.6 496.6 
1880(M13)年 5，526.2 210.4 600.0 
1885(M18)年 5，258.1 229.7 421.1 
% % % 
1870(M 3)年 44.5 0.5 32.2 
1875(M 8)年 88.7 5.6 5.7 
1880(M13)年 87.2 3.3 9.5 
1885(M18)年 84.6 3.7 6.8 
倍 倍 倍
1870 ~ 75年 8.2 43.9 0.7 
1875 ~ 80年 0.7 0.4 1.2 
























まず租税について特徴的なことは，比率，金額ともに1870(M3 )'"'-'75(M 8) 




一一一一一¥一一|地 租 l酒 税|関 税I (その計他含む)
万円 万円 万円 万円
金 1870(M 3)年 821. 8 64.8 2，095.9 
1875(M 8)年 6，771.7 131.0 103.8 8，632.1 
1880(M13)年 4，234.6 551.1 262.4 6，336.7 
額 1884(M17)年 4，342.5 1，406.8 275.0 7，666.9 
般含計歳入比率tめ占る乙
% % % % 
1870(M 3)年 39.2 3.1 44.5 
1875(M 8)年 78.4 1.5 1.2 88.7 
1880(M13)年 66.8 8.7 4.1 87.2 
1884(M17)年 56.2 18.3 3.4 87.7 
倍 倍 倍 倍
伸 1870 - 75年 8.2 1.6 4.1 
び 1875 - 80年 0.6 4.2 2.5 0.7 
1880 - 84年 1.0 2.6 1.0 1.2 
前掲『明治以降本邦主要経済統計j136頁より作成
すなわち，租税のうち地租が，金額，比率ともに1870(1¥13)'"'-'75(M 8)年期
急増し， 1875 (M 8 ) '"'-'84 (M17)年期漸減・停滞していることと符合する(表
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万円 万円 万円 万円 万円 万円
金 1870(M 3)年 1，522.8 159.0 273.5 55.4 2，010.7 
1875(M 8)年 2，617.3 1，069.5 159.3 2，723.0 44.3 6，613.4 
1880(M13)年 2，715.4 1，201. 3 2，242.0 51.1 104.2 6，314.0 
額 1885(M18)年 2，937.1 1，551. 2 1，410.1 33.4 179.7 6，111. 5 
% % % % % % 
比 1870(M 3)年 75.7 7.9 13.6 2.8 100 
1875(M 8)年 39.6 16.2 2.4 41. 2 0.6 100 
1880(M13)年 45.0 19.0 35.5 0.8 1.7 100 
τ「主一ヌ
1885(M18)年 48.1 25.4 23.1 0.5 2.9 100 
倍 倍 倍 倍
O.倍8 
倍
伸 1870 ~ 75年 1.7 6.7 9.9 3.3 
び
1875 ~ 80年 1.0 1.1 14.1 0.0 2.4 














































































|号 I ~ I昔
% % 
12.2 10.4 























































しかし行政費は， 1870(M 3 }-""'75(M 8 )年期には， 1，522.8万円から2，617.3
万円へ約1.7倍増大したのに対して，比率では逆に75.7%から39.6%へ減少し，















































5.1 I 295 I 100 
1885(M18)年 I215 I 53.5 I 27 I 6.7 
1874---80年の伸び1.9倍 2.4倍 | 















えば紡績錘数の増加についてみると， 1870(M 3) ，-. 75(M 8)年の伸びは5，456

















義を帯び、た官営軍事工業が主導性を確立する O しかし今，表11をみると， 1875 
(M 8 ) '"-'80 (M13)年期で鉱業および紡績・製糸業等を含めた鉱工業の第2次産
業が4.1倍の伸びで，比率も 6%から18%へ成長を示したが，表12をみると，










表11 産 業構 成 (単位百万円〉
¥-----1第 1次産業|第 2次産業|第 3次産業| 計




43.7 I 32 I 5.9 I 272 I 50.4 
17.9 I 295 I 40.2 
1875，-..1880年の伸び1.3倍 4.1倍
1880，-..1885年の仲間 0.9 1.1 
同前『明治以降本邦主要経済統計j28頁より作成
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1.1倍
1.5 
1.4倍
1.1 
% 
100 
100 
100 
??
? … ?
????，??
??? ?
??? ?????
1874(M 7)年
188ο(M13)年
1885(M18)年 I4，005.4 
874.-..80年の伸び I 2.3倍
1880.-...85年の伸び|
~~I 繊維
1874(M 7)年
1880(M13)年
1885(M18)年
25.5 
18.6 
2.6倍 2.3倍
0.6 0.6 
言十
% 
100 
100 
100 
2.0倍 2.1倍
1.0 0.8 
接賦課による保護関税の代行として，勧農・勧工政策が打ち出されたのであ
るO この勧農・勧工政策こそ運輸における三菱保護，金融における三井保護
(三井銀行設立〉として具体化し，とりわけ海運中心政策への転化が主張され
るに至る。つまり産業資本育成直結でなく，その前提としての原蓄政策遂行・
制)
政商保護だったのである。
しかし，こうした殖産興業政策推進のための不換紙幣の乱発や国立銀行条例
改正にともなう国立銀行設立・発券増大をはじめ，西南戦争等によってインフ
レが促進され，逆に経済的・財政的危機を深めたので、あgoつまりこの時期の
インフレは，一つには国際収支悪化・正貨流出をきたい財政問題を再び浮上さ
せたし，第二には，金利高騰から投機を流行させて民衆生活を一層圧迫し，民権
運動を高揚させ，1880(M13)年の国会開設運動のピークをもたらすに至ったO
また第三には，工部省事業・内務省事業ともに赤字を増大させ，連年の欠損を
出して破綻をきたし，殖産興業政策そのものの転換を不可避にするので、あっ♂。
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